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目的
（何のために）

3～5歳の保育園児に対し、保育園で使用する教材を購入することにより、保護者の負
担を軽減すると同時に、園児の興味・発達に即した教材を利用することで保育環境を
整え、保育内容の充実を図る。

事
　
業

対象
（誰・何を対象に）

3～5歳の公立保育園に在園する園児を対象とする。

業
　
概
　
要

事業内容
（手段・手法など）

4月1日現在の園児数により教材購入費として各公立保育園に予算配当し、各保育園
は保育に応じた必要な教材を園児のために直接購入している。

事業の必要性
保護者の負担軽減と同時に、園児に応じた保育内容・保育環境の充実のために必要
な事業である
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（現状の成果及び
今後どのようにした
いか、定量的な評

価で示す）

園児の興味・発達に即した教材を購入利用することで、園児の健やかな成長に結びつ
ける。

特記事項
（事業の沿革等）

昭和49年度事業開始：6,000円相当の教材現物給付（5歳児対象）
昭和56年度：対象を4歳児、5歳児に拡大
平成3年度：12,000円相当の教材現物給付に増額

事業の自己評価
（今後の事業の方

向性 課題等）

保護者の負担を軽減すると同時に、園児の興味・発達に即した教材を利用することで
保育環境を整え、保育内容の充実を図るため必要な事業であるが、より効果的な助成
方法の検討が必要と考える
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保護者の負担を軽減すると同時に、園児の興味・発達に即した教材を利用することで
評 価

《評価区分の理由》

ない

ない

効率性

ある ない必要性

ある

有効性
《評価の視点》

ある

向性、課題等） 方法の検討が必要と考える。

《評価の区分》 拡充現状維持見直し再構築廃止 民間

保護者の負担を軽減すると同時に、園児の興味 発達に即した教材を利用する とで
保育環境を整え、保育内容の充実を図るため必要な事業であるが、より効果的な助成
方法の検討が必要と考えており、平成２４年度中に検討し、２５年度の具体化につなげ
たい。

評　価

Ｈ24年度
H24年度予算： 1 680人×12 000円＝20 160千円

経営評価委員会
による意見

●現状維持 ⇒ 廃止
事業目的や金額の妥当性等制度全般に課題があることから廃止し、財源を待機児童
対策に振り向けるなど、効果的活用を検討すべきである。

Ｈ24年度
予算への反映

H24年度予算：　1,680人×12,000円＝20,160千円


